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研究の⽬的
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研究の⽬的
• 外国⼈受け⼊れの産業別の影響の定量的分析



先⾏研究
①国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所(2017)

「⽇本の将来推計⼈⼝(平成29年推計)」

出⽣•死亡•国際⼈⼝移動について仮定を置き、⼈⼝規模や⼈⼝
構造について将来推計したもの

「条件付推計」：2035年について外国⼈移動数0万、5万、10
万、25万、50万、75万、100万を仮定



先⾏研究
②独⽴⾏政法⼈労働政策研究•研修機構(JILPT)『労働⼒需給の推
計―労働⼒需給モデル（2018年度版）による将来推計―』

①の出⽣中位•死亡中位の仮定をベースとして「成⻑実現•労働
参加進展シナリオ」「ベースライン•労働参加漸進シナリオ」
「ゼロ成⻑•労働参加現場シナリオ」を想定し、産業別で労働⼒
⼈⼝や労働⼒需給、就業者数を推計するもの。



データと⽅法
⽤いたデータ
• 総務省(2021)『令和2年国勢調査』
• 総務省(2021)『2020年労働⼒調査』
• 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所(2017)『⽇本の将来推計⼈⼝(平

成29年推計)』
• 独⽴⾏政法⼈労働政策研究•研修機構(2019) 『労働⼒需給の推

計―労働⼒需給モデル（2018年度版）による将来推計―』



データと⽅法
①性•年齢階級別•産業別の就業者割合の算出

年齢階級別•産業別労働者数（労働⼒調査）
性別•年齢階級別総⼈⼝（令和２年国勢調査）



データと⽅法
②外国⼈受け⼊れ数15万⼈を想定（シミュレーションA）

JILPTで推計されたものは外国⼈純移動数を約7万⼈としてい
る。→社⼈研(2017)の条件付推計の外国⼈移動数10万⼈と25万
⼈を2:1で加重平均し、これと中位推計の差分を新たに受け⼊れ
た外国⼈⼈⼝とし、これに年齢階級別•産業別就業者割合を乗ず
ることで推計



データと⽅法
③特定技能１号、２号に集中的に外国⼈が就業（シミュレーショ
ンB）

シミュレーションAで加算したすべての就業者数を７等分
（特定技能該当１４業種を推計に合うように分類）



結果•考察
(1)JILPTとシミュレーションAの⽐較

農林⽔産業や鉱業•建設業
→１５万⼈で仮定しても減少が改善するとは⾔えない

製造業などではJILPTによる減少を数年分遅らせるような効果が
観察できる
→JILPT推計で製造業の就業者数が多く⾒込まれているため、シ
ミュレーションAで追加的就業者として按分される割合が⼤きい
から。



結果•考察
(2)JILPTとシミュレーションBの⽐較

農林⽔産業と鉱業•建設業→Aと同様に減少傾向の改善なし
運輸業→JILPTでの⼀定推移から増加傾向に変化
飲⾷業•宿泊業→JILPTでは2020年〜2040年で５年ごとに平均

６〜７万⼈減少。Bでは2020年からの5年で5万⼈減
少するが、その後減少分を受⼊数が相殺するように
横ばいで推移。

運輸業・その他の事業サービス→データ上⼤きく増加傾向に転じて
いるがシミュレーションBの仮定から、増加幅を過⼤評価している可
能性が⾼い



結論
• シミュレーションA

•農林⽔産業、鉱業•建設業→減少改善せず
•製造業→影響⼤、就業者数増加

• シミュレーションB
•⼈⼿不⾜が⾒込まれる分野に重点的に外国⼈受⼊れを⾏うこ

とで将来の産業別就業者数のバランスを改善できる可能性

• 産業別の就業動向を加味したより細かい推計の可能性


